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１．平成19年３月期の業績（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

(1）経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年３月期 6,000 16.5 191 △37.2 △487 － △1,347 －

18年３月期 5,149 2.9 304 49.3 761 217.4 476 7.3

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

19年３月期 △82.74 － △35.6 △4.8 3.2

18年３月期 29.21 － 11.1 7.9 5.9

（参考）持分法投資損益 19年３月期 －百万円 18年３月期 －百万円

(2）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年３月期 8,769 3,106 35.4 190.67

18年３月期 11,423 4,459 39.0 273.71

（参考）自己資本 19年３月期 3,106百万円 18年３月期 4,459百万円

(3）キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

19年３月期 △822 258 83 970

18年３月期 1,328 △1,281 889 1,451

２．配当の状況

１株当たり配当金 配当金総額

(年間)
配当性向

純資産

配当率（基準日） 中間期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18年３月期 0 00 3 00 3 00 48 10.3 1.1

19年３月期 0 00 4 00 4 00 65 － 0.0

20年3月期（予想） 0 00 4 00 4 00 － 31.6 －

３．平成20年３月期の業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中間期 2,250 △24.8 75 △66.8 69 3.0 59 △11.9 3.62

通期 5,104 △14.9 246 28.8 232 － 206 － 12.64
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４．その他

(1）重要な会計方針の変更

①　会計基準等の改正に伴う変更　有

②　①以外の変更　　　　　　　　無

（注）詳細は、18ページ「重要な会計方針の変更」をご覧ください。

(2）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 19年３月期 16,300,000株 18年３月期 16,300,000株

②　期末自己株式数 19年３月期 7,556株 18年３月期 7,421株

（注）１株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、29ページ「１株当たり情報」をご覧ください。

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

上記の予想は、本資料発表日現在において想定できる経済情勢、市場動向などを前提として作成したものであり、

今後の様々な要因により、予想と異なる結果となる可能性があります。尚、上記業績予想に関連する事項としては、

添付資料の「経営成績及び財政状態」を併せてご参照下さい。

㈱宮入バルブ製作所（6495）平成 19 年 3 月期決算短信

－ 2 －



１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

当期におけるわが国経済は、原油価格および原材料価格の高騰等による影響が懸念されたものの、企業収益の改善

を背景に設備投資の増加や雇用環境の改善が見られるなど、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。

このような状況の中、当社におきましては、黄銅原材料価格の高騰を受け平成18年４出荷分および９月出荷分の２

回にわたる製品価格の改定等を実施し、以下のような製品別の売上概況となりました。 

当社の主力製品でありますＬＰＧ容器用弁は、暖冬によるＬＰＧ消費の減少等の影響を受け、売上数量は前年同期

比6.8％の減少となりましたが、売上高は製品価格の改定が寄与し、2,226百万円（前年同期比3.1%増）となりまし

た。

ＬＰＧ用弁類につきましては、陸上輸送用弁の減少を好調な船舶用弁類の受注によりカバーし、売上高は1,893百

万円（前年同期比2.8%増）となりました。

その他の弁類につきましては、大型海外塩素プラントの受注および海外向け半導体設備用弁の受注が好調に推移し

たことから売上高は319百万円（前年同期比4.9%増）となりました。

その他につきましては、安全弁用部品の大幅な数量増加、およびⅰ－ＢＳ関連商品の売上増が寄与し売上高は319

百万円（前年同期比26.4%増）となりました。

屑売上高につきましては、黄銅屑の発生量は前年同期比の0.5％の減少と、ほぼ同水準となりましたが、原材料価

格の高騰により黄銅屑の販売価格が値上がりしたことにより売上高は1,241百万円（前年同期比110.1%増）となりま

した。

この結果、当期の業績は、売上高6,000百万円（前年同期比16.5%増）、営業利益191百万円（前年同期比37.2%減）

となり、営業外費用に有価証券売却損397百万円および有価証券評価損279百万円を計上いたしましたので経常損失は

487百万円（前期は経常利益761百万円）となりました。

また、特別損失に投資有価証券売却損502百万円および投資有価証券評価損310百万円を計上しました結果、当期純

損失は1,347百万円（前期は当期純利益476百万円）となりました。

次期の見通しにつきましては、当社の主力製品であります「液化石油ガス容器用弁」につきましては、容器検査期

間延長に伴う当該製品の需要減少により、売上高に大きな影響を及ぼすことが見込まれることから、市場占有率の拡

大および急騰する原材料価格の製品価格への反映を基本方針とし、売上高への影響を最小限度に食い止める所存であ

りますが、現時点では売上高の減少を見込んでおります。

ＬＰＧ用弁類・機器につきましては、「ＬＰＧ船舶用弁類」の受注が前期に引き続き好調に推移していることと、

「バルク用安全弁」の交換需要の増加が見込まれることから売上の増加を見込んでおります。

その他弁類・機器につきましては、「塩素弁」および「半導体製造設備用弁」の海外プラント案件の成約が見込ま

れることから売上の増加を見込んでおります。

その他の製品につきましては、安全弁用部品の減少が見込まれることから、売上減を見込んでおります。

屑売上高につきましては、「液化石油ガス容器用弁」の需要減少が見込まれることから、売上減を見込んでおりま

す。

通期の売上高は5,104百万円を計画しておりますが、現時点での製品分類別の売上高の予想は次のとおりです。

平成20年３月期（第63期)　通期売上予想（製品分類別）

金額（百万円） 構成比（％）

 容器用弁 1,412 27.7

ＬＰＧ用弁類・機器 2,376 46.5

その他弁類・機器 384 7.5

その他 212 4.2

屑売上高 720 14.1

合計 5,104 100.0

(2）財政状態に関する分析

①　資産、負債及び純資産の状況

当事業年度末の総資産は、前事業年度末に比べ2,653百万円減少の8,769百万円となりました。

資産につきましては、流動資産が前事業年度末に比べ1,790百万円減少の5,115百万円となりました。

主な要因は、買付有価証券（1,003百万円）および未収入金（565百万円）の減少によるものです。
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 　　　また、固定資産は、前事業年度末に比べ863百万円減少の3,653百万円となりました。主な要因は、投資有価証

券（373百万円）、関係会社株式（372百万円）の減少によるものです。

負債につきましては、流動負債が前事業年度末に比べ1,094百万円減少の3,074百万円となりました。主な要因は、

未払金（1,206百万円）の減少によるものです。

また、固定負債は、前事業年度末に比べ206百万円の減少の2,588百万円となりました。主な要因は、長期借入

金（242百万円）の減少によるものです。

純資産につきましては、前事業年度末に比べ1,353百万円減少の3,106百万円となりました。主な要因は、当期純

損失（1,347百万円）の計上によるものです。

②　キャッシュ・フローに状況

　当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。」は、有価証券取引による未払金が減少した

こと等により、資金が前事業年度に比べ480百万円減少し、当事業年度末には970百万円となりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は822百万円（前年同期は得られた資金1,328百万円）となりました。

これは主に、当社の主力製品である液化石油ガス容器用弁の価格是正以上に、原材料価格が高騰し続け、売上

原価率が上昇（前年同期比6ポイント上昇）し、採算性を悪化させたためです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は258百万円（前年同期は使用した資金1,281百万円）となりました。

これは主に、有価証券の売買による収入291百万円、投資有価証券の売却による収入338百万円が、投資有価証

券の取得による支出324百万円を上回ったためです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は83百万円（前年同期比806百万円減）となりました。

これは主に、短期借入れによる収入1,000百万円が、短期および長期の借入金の返済580百万円、社債の償還360

百万円を上回ったためです。

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主の皆様に対しての利益配当を経営の重要な課題のひとつとして位置づけており、事業展開の状況と各

期の経営成績を総合的に勘案して決定することを基本方針としております。

当期につきましては、平成19年6月28日開催予定の当社第62回定時株主総会において、付議予定であります「資本

金の額の減少の件」および「剰余金の処分の件」が承認可決されることを条件として、１株当たり４円の期末配当を

予定しております。

今後につきましても、安定した財務体質に裏づけられた経営基盤の強化を図るため、内部留保と配当のバランスを

はかりながら、株主の皆様へ継続的な配当が実施できますよう努力してまいります。

(4）事業等のリスク

当社の財政状態、経営成績および株価等に影響を及ぼす可能性のあるリスクは当事業年度末現在において、以下の

ようなものがあります。

なお、当社は、これらのリスクの発生の可能性を認識し、発生の回避および発生した場合の対応に努める所存であ

ります。

①　公的規制

当社の主力製品であります液化石油ガス容器用弁の売上は、「液石法（液化石油ガスの保安の確保及び取引の適

正化に関する法規）」による法的規制に影響されるところが大であります。政府の規制緩和政策に基づく「液石

法」の改正による容器耐圧検査期間延長の影響を受け、第59期には大きく落ち込みましたが、第60期には回復に転

じました。

しかしながら、平成19年には、再び、容器耐圧検査期間延長による影響で、液化石油ガス容器用弁が需要低迷期

に入ることが予想されることから、当社の財政状況および経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

②　原材料価格の変動

液化石油ガス容器用弁の主要原材料である黄銅材および鉄鋼製装置用弁の主要原材料である鋳物の価格は、製造

原価に大きく影響いたします。両者の市場価格が大きく変動した場合、当社の財政状態および経営成績等に影響を

及ぼす可能性があります。

③　減少傾向にあるＬＰＧ関連製品の国内市場規模

従来の事業の中心となっているＬＰＧ用バルブの国内市場規模は、長期的には緩やかに縮小していくことが予想

されているため、今後、ＬＰＧ用バルブの製造及び販売に偏った事業展開を行った場合、全体の売上減少は避ける
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ことができないことが予想されます。

このような事態に対処するため、ＬＰＧ以外の市場向け製品（水素・ＬＮＧ・ＤＭＥ等のクリーンエネルギーに

対応した製品）の開発、海外での営業戦略の見直し、また、バルブ以外の事業の可能性について検討を進めており

ます。

④　株価変動

当社は、取引先や関連会社等を中心に市場性のある株式を保有しておりますので、株価の変動により財政状態お

よび経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

⑤　訴訟

当社は、業務の遂行にあたり法令遵守などコンプライアンス経営に努めておりますが、国内外の事業活動の遂行

にあたり、刑事・民事・独占禁止法・製造物責任法・知的財産権・環境問題等に関連した訴訟を提起されるリスク

を負っており、その結果、財政状態および経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

⑥　当社は、上記以外の項目に関しても偶発事象に起因する事業環境の変動リスクを負っており、その変動により財

政状態および経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

２．企業集団の状況
平成17年３月期決算より株式会社バナーズ（株式会社東京証券取引所　市場第二部）が当社の親会社に該当してお

りましたが、平成19年３月22日に開催された株式会社バナーズの取締役会で子会社の除外を決議いたしました。

従いまして、平成19年３月末日現在におきましては、該当事項はありません。

３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針

平成19年３月期中間決算短信（平成18年11月22日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため、

開示を省略しております。

当該中間決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。

（当社ホームページ）

http://www.miyairi-valve.co.jp

(2）目標とする経営指標

平成19年３月期中間決算短信（平成18年11月22日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため、

開示を省略しております。

当該中間決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。

（当社ホームページ）

http://www.miyairi-valve.co.jp

(3）中長期的な会社の経営戦略

平成19年３月期中間決算短信（平成18年11月22日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため、

開示を省略しております。

当該中間決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。

（当社ホームページ）

http://www.miyairi-valve.co.jp

(4）会社の対処すべき課題

平成19年３月期中間決算短信（平成18年11月22日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため、

開示を省略しております。

当該中間決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。

（当社ホームページ）

http://www.miyairi-valve.co.jp
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４．財務諸表
(1）貸借対照表

  
前事業年度

（平成18年３月31日）
当事業年度

（平成19年３月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）         

Ⅰ　流動資産         

現金及び預金 ※２  1,864,232   1,305,487   

受取手形 ※10  385,510   820,834   

売掛金   974,580   941,254   

有価証券 ※２  336,377   204,788   

買付有価証券   1,255,406   252,089   

商品   10,966   7,863   

製品   239,668   261,310   

半製品   234,363   307,161   

原材料   388,475   514,986   

仕掛品   101,068   76,533   

貯蔵品   35,034   29,695   

前払費用   12,140   19,308   

繰延税金資産   56,700   －   

未収入金   633,848   68,438   

コモデティ・スワップ
等

  331,507   230,336   

その他   111,654   93,713   

貸倒引当金   △65,446   △18,137   

流動資産合計   6,906,088 60.5  5,115,664 58.3 △1,790,423

Ⅱ　固定資産         

１　有形固定資産 ※２        

建物   171,583   152,860   

構築物   20,716   17,477   

機械及び装置   357,699   321,275   

車輌及び運搬具   5,171   2,210   

工具器具及び備品   40,357   34,921   

土地 ※１  2,516,120   2,506,900   

建設仮勘定   440   －   

有形固定資産合計   3,112,088 27.2  3,035,644 34.6 △76,444
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前事業年度

（平成18年３月31日）
当事業年度

（平成19年３月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

２　無形固定資産         

ソフトウェア   11,227   13,537   

電話加入権   2,810   2,810   

無形固定資産合計   14,037 0.1  16,347 0.2 2,310

３　投資その他の資産         

投資有価証券 ※２  639,476   266,244   

関係会社株式 ※２  372,026   －   

長期貸付金   180,402   134,721   

更生債権等   2,085   20,030   

長期前払費用   978   504   

差入敷金保証金   46,859   48,438   

長期性預金   200,000   200,000   

その他投資   6,500   6,500   

貸倒引当金   △57,235   △74,730   

投資その他の資産合計   1,391,093 12.2  601,709 6.9 △789,384

固定資産合計   4,517,220 39.5  3,653,702 41.7 △863,518

資産合計   11,423,308 100.0  8,769,366 100.0 △2,653,942
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前事業年度

（平成18年３月31日）
当事業年度

（平成19年３月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（負債の部）         

Ⅰ　流動負債         

支払手形   495,570   621,725   

買掛金   498,558   592,940   

短期借入金 ※２  50,200   700,000   

１年以内返済予定の
長期借入金

※２  230,050   242,750   

１年以内償還予定の
社債 

※２  360,000   60,000   

未払金 ※２  1,752,445   546,053   

未払法人税等   114,069   6,748   

未払消費税等   1,582   －   

未払配当金   －   642   

未払費用   38,294   43,509   

前受金   681   2,617   

前受収益   －   64,154   

預り金   5,326   5,259   

賞与引当金   81,319   66,748   

製品補償引当金   157,414   12,822   

繰延ヘッジ利益   331,507   －   

設備関係支払手形   52,049   16,753   

繰延税金負債   －   92,134   

流動負債合計   4,169,067 36.5  3,074,861 35.1 △1,094,206

Ⅱ　固定負債         

社債   540,000   480,000   

長期借入金 ※２  505,880   263,130   

繰延税金負債   2,531   11,293   

再評価に係る繰延
税金負債

※１  967,404   967,404   

退職給付引当金   778,964   684,847   

長期前受収益   －   181,400   

固定負債合計   2,794,780 24.5  2,588,076 29.5 △206,703

負債合計   6,963,847 61.0  5,662,937 64.6 △1,300,910

         

㈱宮入バルブ製作所（6495）平成 19 年 3 月期決算短信

－ 8 －



  
前事業年度

（平成18年３月31日）
当事業年度

（平成19年３月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資本の部）         

Ⅰ　資本金 ※３  2,315,000 20.3  － － △2,315,000

Ⅱ　資本剰余金         

資本準備金  32,470   －    

資本剰余金合計   32,470 0.3  － － △32,470

Ⅲ　利益剰余金         

当期未処分利益  597,864   －    

利益剰余金合計   597,864 5.2  － － △597,864

Ⅳ　土地再評価差額金
※１
※７

 1,451,107 12.7  － － △1,451,107

Ⅴ　その他有価証券評価
差額金

※８  68,244 0.6  － － △68,244

Ⅵ　自己株式 ※４  △5,225 △0.1  － － 5,225

資本合計   4,459,460 39.0  － － △4,459,460

負債・資本合計   11,423,308 100.0  － － △11,423,308
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前事業年度

（平成18年３月31日）
当事業年度

（平成19年３月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（純資産の部）         

Ⅰ　株主資本         

１　資本金   － －  2,315,000 26.4 2,315,000

２　資本剰余金         

(1）資本準備金  －   32,470    

資本剰余金合計   － －  32,470 0.4 32,470

３　利益剰余金         

(1）利益準備金  －   5,000    

繰越利益剰余金  －   △846,973    

利益剰余金合計   － －  △841,973 △9.6 △841,973

４　自己株式   － －  △5,318 △0.1 △5,318

株主資本合計   － －  1,500,178 17.1 1,500,178

Ⅱ　評価・換算差額等         

１　その他有価証券評価差
額金

  － －  16,940 0.2 16,940

２　繰延ヘッジ損益   － －  138,202 1.6 138,202

３　土地再評価差額金
※１

 ※７
 － －  1,451,107 16.5 1,451,107

評価・換算差額等合計   － －  1,606,250 18.3 1,606,250

純資産合計   － －  3,106,428 35.4 3,106,428

負債純資産合計   － －  8,769,366 100.0 8,769,366
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(2）損益計算書

  
前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高         

製品売上高  5,065,596   5,887,448    

商品売上高  84,258 5,149,854 100.0 113,405 6,000,853 100.0 850,999

Ⅱ　売上原価         

製品期首たな卸高  348,804   239,668    

商品期首たな卸高  14,888   10,966    

当期製品製造原価  3,710,016   4,799,600    

当期商品仕入高  136,535   183,352    

合計  4,210,246   5,233,588    

他勘定振替高 ※１ 10,294   －    

製品期末たな卸高  239,668   261,310    

商品期末たな卸高  10,966 3,949,315 76.7 7,863 4,964,413 82.7 1,015,098

売上総利益   1,200,539 23.3  1,036,440 17.3 △164,098

Ⅲ　販売費及び一般管理費         

販売手数料  70,239   67,304    

販売運賃  68,967   70,633    

輸出諸掛費  3,284   2,818    

広告宣伝費  9,756   3,243    

接待交際費  14,658   7,615    

役員報酬  55,640   56,710    

従業員給料手当  226,106   210,814    

退職給付費用  10,719   10,162    

賞与引当金繰入額  18,523   11,837    

賞与  32,293   17,017    

福利厚生費  51,040   46,988    

旅費交通費  36,278   32,109    

通信費  19,373   18,774    

水道光熱費  9,880   8,921    

消耗品費  16,441   8,733    

租税公課  20,897   8,713    

動産賃借料  16,960   15,499    

減価償却費  6,738   5,113    

研究開発費 ※２ 21,263   65,376    

不動産賃借料  49,916   47,258    

車輌費  4,339   4,489    

支払手数料  109,197   106,192    

貸倒引当金繰入額  2   －    

雑費  23,756 896,276 17.4 19,094 845,422 14.1 △50,854

営業利益   304,262 5.9  191,018 3.2 △113,244
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前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅳ　営業外収益         

受取利息及び割引料  4,508   5,714    

受取配当金  1,657   10,296    

不動産賃貸料  1,356   1,372    

有価証券評価益  26,212   －    

有価証券売却益  467,659   －    

廃棄物売却収入  4,315   20,382    

保険金収入  －   10,943    

信用株式配当金
相当収入 

 －   9,730    

雑収入  2,758 508,467 9.9 3,703 62,142 1.0 △446,325

Ⅴ　営業外費用         

支払利息  13,610   37,510    

社債利息  5,362   6,711    

手形売却損  14,406   8,707    

社債発行費償却  15,050   －    

有価証券運用損  －   677,511    

雑損失  2,873 51,302 1.0 10,670 741,110 12.3 689,807

経常利益又は
経常損失（△）

  761,427 14.8  △487,950 △8.1 △1,249,378

Ⅵ　特別利益         

固定資産売却益 ※３ 64,268   228    

投資有価証券売却益  128,705   198    

株式売買利得返還益  80,133   －    

貸倒引当金戻入益  －   29,437    

損害保険金等収入  － 273,107 5.3 56,424 86,288 1.4 △186,819

Ⅶ　特別損失         

貸倒引当金繰入額  67,980   －    

投資有価証券売却損  105   502,032    

投資有価証券評価損  －   310,198    

固定資産売却損 ※４ －   4,456    

固定資産除却損 ※５ 482   40,751    

固定資産評価減 ※６ 184,875   －    

棚卸資産評価損  55,455   6,702    

製品補償損失  40,155   －    

製品補償引当金
繰入額 

 157,414   －    

役員退職慰労金  － 506,469 9.8 16,800 880,941 14.7 374,471

税引前当期純利益又は
当期純損失（△）

  528,065 10.3  △1,282,603 △21.4 △1,810,669
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前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

法人税、住民税
及び事業税

 108,691   8,691    

法人税等調整額  △56,700 51,991 1.1 56,700 65,391 1.1 13,399

当期純利益又は
当期純損失（△）

  476,074 9.2  △1,347,994 △22.5 △1,824,069

前期繰越利益   224,710   －   

過年度税効果調整額   △102,920   －   

当期未処分利益   597,864   －   

         

製造原価明細書

  
前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　材料費  1,920,267 51.6 2,845,169 58.7 924,902

Ⅱ　労務費  1,025,930 27.6 1,044,552 21.5 18,621

Ⅲ　経費 ※１ 774,352 20.8 961,024 19.8 186,672

当期総製造費用  3,720,550 100.0 4,850,746 100.0 1,130,196

期首仕掛品、半製品
たな卸高

 340,056  335,432   

合計  4,060,606  5,186,178   

期末仕掛品、半製品
たな卸高

 335,432  383,694   

他勘定振替高 ※２ 15,157  2,883   

当期製品製造原価  3,710,016  4,799,600   

       

　（注）

前事業年度
 （自　平成17年４月１日

 　　至　平成18年３月31日）

当事業年度
 （自　平成18年４月１日

　　 至　平成19年３月31日）

原価計算の方法

　部門別総合原価計算による実際原価計算であります。

※１　経費に含まれている主なものは外注加工費169,110

千円、減価償却費96,246千円、消耗品費177,560千

円、動産賃借料89,153千円等であります。

原価計算の方法

　部門別総合原価計算による実際原価計算であります。

※１　経費に含まれている主なものは外注加工費280,003

千円、減価償却費83,019千円、消耗品費194,519千

円、動産賃借料99,543千円等であります。

 ※２　他勘定振替高の内訳は棚卸資産評価損であります。  ※２　他勘定振替高の内訳は棚卸資産評価損であります。
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(3）株主資本等変動計算書

当事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日　残高（千円） 2,315,000 32,470  597,864 △5,225 2,940,108

事業年度中の変動額

利益処分による利益準備金積立 5,000 △5,000 －

利益処分による利益配当    △48,877  △48,877

過年度税効果調整額    △42,965  △42,965

当期純利益    △1,347,994  △1,347,994

自己株式の買付     △93 △93

株主資本以外の項目の事業年度中の変

動額（純額）
      

事業年度中の変動額合計（千円） － － 5,000 △1,444,837 △93 △1,439,930

平成19年３月31日　残高（千円） 2,315,000 32,470 5,000 △846,973 △5,318 1,500,178

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高（千円） 68,244 － 1,451,107 1,519,351 4,459,460

事業年度中の変動額

利益処分による利益準備金積立 －

利益処分による利益配当     △48,877

過年度税効果調整額     △42,965

当期純利益     △1,347,994

自己株式の買付     △93

株主資本以外の項目の事業年度中の変

動額（純額）
△51,303 138,202 － 86,898 86,898

事業年度中の変動額合計（千円） △51,303 138,202 － 86,898 △1,353,031

平成19年３月31日　残高（千円） 16,940 138,202 1,451,107 1,606,250 3,106,428
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(4）キャッシュ・フロー計算書

  
前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

１　税引前当期純利益  528,065 △1,282,603

２　減価償却費  104,339 88,647

３　固定資産評価減  184,875 －

４　貸倒引当金の増減額（△は減少）  65,047 △29,813

５　賞与引当金の増減額（△は減少）  △1,437 △14,571

６　製品補償引当金増減額 （△は減少）  157,414 △144,591

７　退職給付引当金の減少額  △110,509 △94,116

８　受取利息及び受取配当金  △6,165 △16,010

９　支払利息  18,972 44,221

10　有価証券運用損  － 677,511

11　有価証券評価益  △26,212 －

12　有価証券売却益  △467,659 －

13　投資有価証券評価損  － 310,198

14　投資有価証券売却損  105 502,032

15　投資有価証券売却益  △128,705 △198

16　有形固定資産売却益  △64,268 △228

17　有形固定資産売却損  482 4,456

18　有形固定資産除却損  － 40,751

19　損害保険等収入  － △56,424

20　売上債権の増加額  △108,739 △161,671

21　たな卸資産の増減額（△は増加）  136,279 △194,677

22　未収入金の増減額（△は増加）  △632,251 566,919

23　仕入債務の増減額（△は減少）  △3,277 220,536

24　未払金の増減額（△は減少）  1,602,310 △1,238,561

25　割引手形の増減額（△は減少）  4,922 △260,426

26　未払消費税等の増減額（△は減少）  7,265 △16,730

27　長期前受収益の増加額  － 181,400

28　その他  92,391 138,813

小計  1,353,245 △735,135

29　利息及び配当金の受取額  4,890 16,064

30　利息の支払額  △19,099 △41,814

31　損害保険金等の受取額  － 56,424

32　法人税等の支払額  △10,715 △118,375

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,328,320 △822,836
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前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

１　有価証券の売買による収入（△は支出）  △1,045,437 291,743

２　投資有価証券の取得による支出  △873,118 △324,730

３　投資有価証券の売却による収入  330,720 338,099

４　有形固定資産の売却による収入  339,690 6,884

５　有形固定資産の取得による支出  △46,227 △68,181

６　無形固定資産の取得による支出  △7,530 △5,400

７　建設仮勘定の増加額  △3,565 －

９　貸付金の回収による収入  23,680 20,000

10　その他  △132 202

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,281,920 258,618

    

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

１　短期借入れによる収入  200,000 1,000,000

２　短期借入金の返済による支出  △200,000 △350,200

３　長期借入れによる収入  600,000 －

４　長期借入金の返済による支出  △155,670 △230,050

５　社債の発行による収入  600,000 －

６　社債の償還による支出  － △360,000

７　自己株式の取得による支出  △542 △93

８　配当金の支払額  － △48,234

９　その他  △154,056 72,000

財務活動によるキャッシュ・フロー  889,730 83,422

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  936,130 △480,795

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高  515,614 1,451,744

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高  1,451,744 970,948
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(5）利益処分計算書

利益処分計算書

  
前事業年度

（平成18年６月23日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ　当期未処分利益   597,864

Ⅱ　利益処分額    

 　　1.利益準備金  5,000  

 　　2.配当金  48,877 53,877

Ⅲ　次期繰越利益   543,986

    

　（注）　日付は株主総会承認年月日であります。

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前事業年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　該当事項はありません。
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重要な会計方針

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１　有価証券の評価基準及び評価方法

 　(1) 売買目的有価証券

 　　　時価法（売却原価は、移動平均法により算定）

(2）その他有価証券

時価のあるもの

決算末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法により算定）

１　有価証券の評価基準及び評価方法

 　(1) 売買目的有価証券

同左

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）製品・半製品・原材料・仕掛品

総平均法による原価法

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）製品・半製品・原材料・仕掛品

同左

(2）商品

最終仕入原価法による低価法

(2）商品

同左

(3）貯蔵品

最終仕入原価法による低価法

(3）貯蔵品

同左

３　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定率法

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によっております。

３　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同左

(2）無形固定資産

定額法

ただし、自社使用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法

(2）無形固定資産

同左

(3）投資その他の資産（長期前払費用）

均等償却

なお、償却期間については、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっております。

(3）投資その他の資産（長期前払費用）

同左

４　繰延資産の処理方法 

　　 社債発行費 

 　 支出時に全額費用として処理しております。

４　繰延資産の処理方法 

　　 社債発行費 

同左

５　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見

込額を計上しております。

５　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

ａ　一般債権

貸倒実績率により計上しております。

ａ　一般債権

同左

ｂ　貸倒懸念債権及び破産更生債権等

財務内容評価法により計上しております。

ｂ　貸倒懸念債権及び破産更生債権等

同左

(2）賞与引当金 (2）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額のうち当期負担額を計上しております。

同左

(3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、自己都合による期

末要支給額から適格退職年金資産残高を控除した金

額の全額を計上しております。

同左
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前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

　(4)製品補償引当金 　(4)製品補償引当金

 　　安全弁元弁の点検および取替に伴う費用の支出に

備えるために設定したもので、過去の発生実績率に

基づいて計上しております。

同左

６　リース取引の処理方法 ６　リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

同左

７　ヘッジ会計の方法 ７　ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処

理の要件を満たしております金利スワップについて

は、特例処理を採用しております。

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

  コモディティ・

　スワップ

 原材料（黄銅材）

金利スワップ 借入金の利息

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

  コモディティ・

　スワップ

 原材料（黄銅材）

金利スワップ 借入金の利息

(3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針

当社は借入金の金利および原材料（黄銅材）の市

場変動リスクを回避す目的としてデリバティブ取引

を行っており、投機目的の取引は行っておりません。

同左

(4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法

原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点まで

の期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変

動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判

断しております。ただし、特例処理によっている金

利スワップについては、有効性の評価を省略してお

ります。

同左

(5）リスク管理 (5）リスク管理

ヘッジ取引に係る所定の手続きに基づき、当社の

管理本部において管理しております。

同左

８　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 ８　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する定期預金等

同左

９　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ９　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

──────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月９日）を適用しております。これまでの資

本の部の合計に相当する金額は、2,968,226千円でありま

す。

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（貸借対照表）

前期まで流動資産の「その他」に含めて表示しており

ました「未収入金」は、当期において、資産の総額の100

分の1を超えたため区分掲記しました。

なお、前期末の「未収入金」は1,597千円であります。

前期まで区分掲記しておりました「立替金」（当期末残

高29,334千円）は、資産の総額の100分の1以下となった

め、流動資産の「その他」に含めて表示することにしま

した。

（貸借対照表）

───────────

（損益計算書）

前期まで営業外費用の「支払利息」に含めて表示して

おりました「社債利息」は、重要性が増したため区分掲

記しております。なお、前期における「社債利息」は、

5,352千円であります。

（損益計算書）

───────────

（キャッシュ・フロー計算書）

営業活動によるキャッシュ・フローの「未収入金の増

加」は、前期は「その他」に含めて表示しておりました

が、金銭的重要性が増したため区分掲記しております。

なお、前期の「その他」に含まれている「未収入金の増

加」は808千円であります。

（キャッシュ・フロー計算書）

　　　　　　 ───────────
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成18年３月31日）

当事業年度
（平成19年３月31日）

※１　（事業用土地の再評価）

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19

号）に基づき、平成14年３月31日に事業用の土地の

再評価を行っております。

なお、再評価差額については、土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律（平成11年３月31日

公布法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る

税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として

の負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地

再評価差額金」として資本の部に計上しております。

再評価の方法……「土地の再評価に関する法律施行

令（平成10年３月31日公布政令第

119号）」第２条第５号に定める

不動産鑑定士による鑑定評価によ

り算出しております。

※１　（事業用土地の再評価）

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19

号）に基づき、平成14年３月31日に事業用の土地の

再評価を行っております。

なお、再評価差額については、土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律（平成11年３月31日

公布法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る

税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として

の負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地

再評価差額金」として資本の部に計上しております。

再評価の方法……「土地の再評価に関する法律施行

令（平成10年３月31日公布政令第

119号）」第２条第５号に定める

不動産鑑定士による鑑定評価によ

り算出しております。

再評価を行った年月日…………平成14年３月31日 再評価を行った年月日…………平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末におけ

る時価と再評価後の帳簿価額との

差額

△589,281千円

再評価を行った土地の期末におけ

る時価と再評価後の帳簿価額との

差額

△638,834千円
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前事業年度
（平成18年３月31日）

当事業年度
（平成19年３月31日）

※２(1）担保に供している資産並びに担保付き債務は下記

のとおりであります。

※２(1）担保に供している資産並びに担保付き債務は下記

のとおりであります。

担保差入資産（千円） 債務の内容（千円）

質権

現金及び
預金

104,100   

有価証券 328,747   

投資有価
証券 

635,662
 短期借入

金
50,200

 関係会社

　　株式
372,026

 １年以内

返済予定

の長期借

入金

55,000

根抵当

権
建物 3,682

 １年以内

償還予定

の社債

300,000

甲府工
場財団

建物 15,218
 長期借入

金
235,000

機械及び
装置

3,642  未払金 1,543,469

土地 2,441,000   

抵当権 建物 56,240   

 合計 3,960,320 合計 2,183,669

担保差入資産（千円） 債務の内容（千円）

質権

現金及び
預金

104,100   

有価証券 196,402
 短期借入

金
200,000

投資有価
証券 

261,389

 １年以内

返済予定

の長期借

入金

65,000

根抵当
権

建物 3,281
 長期借入

金
170,000

甲府工
場財団

建物 14,408  未払金 314,588

機械及び
装置

2,531   

土地 2,441,000   

抵当権 建物 52,731   

 合計 3,075,844 合計 749,588

(2）有形固定資産の減価償却累計額は2,407,118千円

であります。

(2）有形固定資産の減価償却累計額は2,125,112千円

であります。

※３　会社が発行する株式 普通株式 65,000千株

発行済株式数 普通株式 16,300千株

※３　　　　　　　　────────

 

※４　（自己株式の保有数） ※４　　　　　　　　────────

普通株式 7,421株   

５　受取手形割引高 460,602千円 ５　受取手形割引高    200,176千円

　６　平成16年6月29日開催の定時株主総会において下記

の欠損てん補を行っております。

 　　　　資本準備金　　　              2,026,369千円

 　　　　利益準備金　　　                 23,000千円

６　　　　　　　　────────

※７　（配当制限）

土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法

律第７条の２第１項の規定により、配当に充当す

ることが制限されております。

※７　（配当制限）

土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法

律第７条の２第１項の規定により、配当に充当す

ることが制限されております。
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前事業年度
（平成18年３月31日）

当事業年度
（平成19年３月31日）

※８　（配当制限）

有価証券の時価評価により、純資産額が83,971

千円増加しております。

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。

※８　　　　　　　────────

 

　９　　　　　　　──────── 　９　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行4行と貸出コミットメント契約を締結し

ております。これら契約に基づく当事業年度末の借

入未実行残高は、次のとおりであります。 

 　　貸出コミットメントの額　　1,500,000千円　

借入実行残高　　　　　　　　500,000千円

 差引額　　　　　　　　　　1,000,000千円

※10　　　　　　　──────── ※10　期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決裁処理しております。なお、当期末日

が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手

形が期末残高に含まれております。 

受取手形　　　　　　　　　　　　　104,392千円

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１　他勘定振替高の内訳は棚卸資産評価損であります。 ※１　　　　　　　────────

※２　一般管理費に含まれる研究開発費は、21,263千円で

あります。 

※２　一般管理費に含まれる研究開発費は、65,376千円で

あります。 

※３　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。 ※３　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

土地・建物・構築物 9,723千円

投資不動産    54,545千円

合計 64,268千円

機械及び装置        228千円

合計      228千円

※４ 　　　　　　　──────── ※４　固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

土地・建物 3,565千円

機械及び装置  890千円

合計 4,456千円

※５　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 ※５　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

機械及び装置 340千円

工具器具及び備品 142千円

合計 482千円

建物    1,866千円

構築物  　1,459千円

機械及び装置 28,444千円

車輌運搬具 63千円

工具器具及び備品    8,917千円

合計    40,751千円
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前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

 ※６　固定資産評価減

平成17年12月に検収いたしましたイタリア・ヌッ

ティ社製ＣＮＣ旋盤は、検収後度々不具合を生じメ

ンテナンスに相当の時間を要するなど稼動実績は著

しく低く、正常な設備として評価するには極めて困

難な状況であることから、帳簿価額を切り下げ、固

定資産評価減184百万円を計上いたしました。

※６　　　　　　　────────

（株主資本等変動計算書関係）

当事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式

普通株式 16,300,000 － － 16,300,000

合計 16,300,000 － － 16,300,000

自己株式

普通株式 7,421 135 － 7,556

合計 7,421 135 － 7,556

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年6月23日

定時株主総会
普通株式 48,877,737 3 平成18年3月31日 平成18年6月23日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

該当事項はありません。

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,864,232千円

流動資産その他（預け金）勘定 58,670千円

預入期間が３か月を超える定期性預金 △471,158千円

現金及び現金同等物 1,451,744千円

現金及び預金勘定  1,305,487千円

流動資産その他（預け金）勘定     64,619千円

預入期間が３か月を超える定期性預金 △399,157千円

現金及び現金同等物    970,948千円
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（有価証券関係）

前事業年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

１　売買目的有価証券

貸借対照表計上額（千円） 当事業年度の損益に含まれた評価差額（千円）

1,591,783 26,212

２　その他有価証券で時価のあるもの

区分 種類
取得原価
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 株式 896,487 1,010,228 113,740

小計  896,487 1,010,228 113,740

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 株式 － － －

小計  － － －

合計 896,487 1,010,228 113,740

３　当事業年度中に売却したその他有価証券

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

330,720 128,705 105

４　時価評価されていない有価証券

 貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券　　非上場株式 1,274

当事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　売買目的有価証券

貸借対照表計上額（千円） 当事業年度の損益に含まれた評価差額（千円）

456,877 △279,916

２　その他有価証券で時価のあるもの

区分 種類
取得原価
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 株式 21,898 56,534 34,635

小計  21,898 56,534 34,635

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 株式 214,836 208,435 △6,401

小計  214,836 208,435 △6,401

合計  236,735 264,970 28,234

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当事業年度において減損処理を行い、投資

有価証券評価損310,198千円を計上しております。

    ３　当事業年度中に売却したその他有価証券

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

1,086,902 198 △502,032

４　時価評価されていない有価証券

 貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券　　非上場株式 1,274
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（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

１　取引の状況に関する事項

①　取引の内容及び利用目的等

当社は、より多くの預金利息収益を獲得することを目的として、定期預金金額の一部を「継続選択権

付（複数権利行使型）パワードリバース自由金利型定期預金（為替相場水準継続判定特約条項付）」に

預入れております。この定期預金は、通貨オプション取引を組み込んだ複合金融商品（以下「デリバティ

ブ預金」と称す）であります。

また、金利関連においては変動金利の借入金の調達資金を固定金利の資金調達に換えるため、金利ス

ワップ取引を行っております。前述取引のほか、将来の原材料（黄銅材）価格の上昇による変動リスク

を回避する目的でコモデティ・スワップ取引を利用しております。

なお、ヘッジ有効性評価の方法他は重要な会計方針　７　ヘッジ会計の方法参照。

②　取引に対する取組方針

デリバティブ預金については、より多くの預金利息収益を獲得することを目的としております。また

金利関連のデリバティブ取引については、現在、借入金の変動金利を固定金利に変換する目的で金利ス

ワップ取引を利用しているのみであります。金利情勢が変化すれば、固定金利を変動金利に変換する取

引もありえますが、それは、固定金利の長期金銭債権債務等について、市場の実勢金利に合わせるとい

う目的を達成する範囲で行う方針であります。コモデティ・スワップ取引については、原材料（黄銅材）

の予定仕入量の一定の範囲内で行う方針であります。いづれのデリバティブ取引についても投機目的の

取引及びレバレッジ効果の高いデリバティブ取引は行わない方針であります。

③　取引に係るリスクの内容

デリバティブ預金においては、為替相場の変動によるリスクのほか、６ヶ月ごとに契約を継続するか

どうかの選択権が契約先側のみにあり当社は違約金を支払わなければ中途解約できないという約定となっ

ているため、中途解約の時期によっては支払う違約金の額が預金元本を毀損するリスクを有しておりま

す。

金利スワップ取引においては、市場金利の変動によるリスクを有しております。

コモデティ・スワップ取引においては、原材料（黄銅材）の価格の変動によるリスクを有しておりま

す。

なお、いずれのデリバティブ取引の契約先も信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履

行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しております。

④　取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の実行および管理は、管理本部が集中して実施しております。また、デリバティブ

取引をも含んだ財務報告は、月次の定例取締役会での報告事項となっております。なお、多額の借入金

等は取締役会の専決事項でありますので、それに伴う金利スワップ契約の締結等は、同時に取締役会で

決定されることとなります。

２　取引の時価等に関する事項

金利スワップ取引、コモデティ・スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため注

記の対象から除いております。

また、デリバティブ預金は時価評価の必要のない複合金融商品であり、注記の対象から除いております。

当事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　取引の状況に関する事項

①　取引の内容及び利用目的等

当社は、より多くの預金利息収益を獲得することを目的として、定期預金金額の一部を「継続選択権

付（複数権利行使型）パワードリバース自由金利型定期預金（為替相場水準継続判定特約条項付）」に

預入れております。この定期預金は、通貨オプション取引を組み込んだ複合金融商品（以下「デリバティ

ブ預金」と称す）であります。

また、金利関連においては変動金利の借入金の調達資金を固定金利の資金調達に換えるため、金利ス

ワップ取引を行っております。前述取引のほか、将来の原材料（黄銅材）価格の上昇による変動リスク

を回避する目的でコモデティ・スワップ取引を利用しております。

なお、ヘッジ有効性評価の方法他は重要な会計方針　７　ヘッジ会計の方法参照。

㈱宮入バルブ製作所（6495）平成 19 年 3 月期決算短信

－ 26 －



②　取引に対する取組方針

デリバティブ預金については、より多くの預金利息収益を獲得することを目的としております。また

金利関連のデリバティブ取引については、現在、借入金の変動金利を固定金利に変換する目的で金利ス

ワップ取引を利用しているのみであります。金利情勢が変化すれば、固定金利を変動金利に変換する取

引もありえますが、それは、固定金利の長期金銭債権債務等について、市場の実勢金利に合わせるとい

う目的を達成する範囲で行う方針であります。コモデティ・スワップ取引については、原材料（黄銅材）

の予定仕入量の一定の範囲内で行う方針であります。いづれのデリバティブ取引についても投機目的の

取引及びレバレッジ効果の高いデリバティブ取引は行わない方針であります。

③　取引に係るリスクの内容

デリバティブ預金においては、為替相場の変動によるリスクのほか、６ヶ月ごとに契約を継続するか

どうかの選択権が契約先側のみにあり当社は違約金を支払わなければ中途解約できないという約定となっ

ているため、中途解約の時期によっては支払う違約金の額が預金元本を毀損するリスクを有しておりま

す。

金利スワップ取引においては、市場金利の変動によるリスクを有しております。

コモデティ・スワップ取引においては、原材料（黄銅材）の価格の変動によるリスクを有しておりま

す。

なお、いずれのデリバティブ取引の契約先も信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履

行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しております。

④　取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の実行および管理は、管理本部が集中して実施しております。また、デリバティブ

取引をも含んだ財務報告は、月次の定例取締役会での報告事項となっております。なお、多額の借入金

等は取締役会の専決事項でありますので、それに伴う金利スワップ契約の締結等は、同時に取締役会で

決定されることとなります。

２　取引の時価等に関する事項

金利スワップ取引、コモデティ・スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため注

記の対象から除いております。

また、デリバティブ預金は時価評価の必要のない複合金融商品であり、注記の対象から除いております。

（退職給付関係）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制

度及び一時金制度を設けております。また、従業員の

退職等に際して、割増退職金を支払う場合があります。

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制

度及び一時金制度を設けております。また、従業員の

退職等に際して、割増退職金を支払う場合があります。

２　退職給付債務に関する事項 ２　退職給付債務に関する事項

退職給付債務 1,111,750千円

年金資産 332,786千円

退職給付引当金 778,964千円

退職給付債務  1,069,269千円

年金資産    384,422千円

退職給付引当金    684,847千円

当社は、退職給付債務の算定に当たり、期末自己都

合要支給額の全額を退職給付債務とする簡便法を採用

しているため、数理計算上の差額は発生しておりませ

ん。

当社は、退職給付債務の算定に当たり、期末自己都

合要支給額の全額を退職給付債務とする簡便法を採用

しているため、数理計算上の差額は発生しておりませ

ん。

３　退職給付費用に関する事項 ３　退職給付費用に関する事項

退職給付費用 165,051千円 退職給付費用    162,476千円

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

簡便法を採用しておりますので、該当事項はありませ

ん。

４　退職給付債務等の計算に基礎に関する事項

同左
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成18年３月31日）

当事業年度
（平成19年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）  

貸倒引当金限度超過額 41,737千円

貸倒損失額 66,730千円

賞与引当金 32,527千円

未払事業税 9,116千円

固定資産再評価差額 45,516千円

固定資産評価減 73,950千円

退職給付引当金 311,585千円

製品補償引当金 62,965千円

その他 41,422千円

繰延税金資産小計 685,553千円

評価性引当額 △585,888千円

繰延税金資産合計 99,665千円

（繰延税金負債）  

その他投資有価証券評価差額金 △45,496千円

差引：繰延税金資産の純額 54,168千円

（繰延税金資産）  

貸倒引当金限度超過額     29,491千円

貸倒損失額     66,730千円

賞与引当金     26,699千円

未払事業税      945千円

固定資産評価減     73,950千円

退職給付引当金    273,938千円

製品補償引当金      5,128千円

 繰越欠損金 686,996千円

その他     31,421千円

繰延税金資産小計   1,195,301千円

評価性引当額 △1,195,301千円

繰延税金資産合計       0千円

（繰延税金負債）  

その他投資有価証券評価差額金      11,293千円

 繰延ヘッジ損益  92,134千円

  繰延税金負債合計  103,427千円

差引：繰延税金負債の純額  △103,427千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.0％

（調整）  

住民税均等割等 1.9％

繰越欠損金控除 △19.1％

交際費・受取配当金等永久に益金に算

入されない項目
1.2％

評価性引当金対象の再評価土地売却損 △19.5％

評価性引当金 5.3％

税効果会計適用後の法人税等負担率 9.8％

 　　　当事業年度は税引前当期純損失であり、また、繰延

税金資産に対して全額評価性引当金を計上しているた

め、法定実効税率との差異の原因は記載を省略してお

ります。

（持分法損益等）

　関連会社を有していないため、該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり純資産額 273.71円

１株当たり当期純利益 29.21円

１株当たり純資産額       190.67円

１株当たり当期純損失      82.74円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 １株当たり当期純利益の算定上の基礎

損益計算書上の当期純利益 476,074千円

普通株式に係る当期純利益 476,074千円

損益計算書上の当期純損失 1,347,994千円

普通株式に係る当期純損失 1,347,994千円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

該当事項はありません。 該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 16,292千株 普通株式の期中平均株式数     16,292千株
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（重要な後発事象）

前事業年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

平成19年４月６日開催の取締役会において決議した第三者割当による第１回無担保転換社債型新株予約権付社債

及び第１回新株予約権（平成19年４月６日有価証券届出書提出）についての概要は、以下のとおりであります。

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の概要

１．発行総額 金20億円 

２．各社債の金額 金1億円の1種

３．記名・無記名の別 無記名方式

４．発行価額
額面100円につき金100円とし、本新株予約権と引き換えに金銭の払い込みは要
しない。

５．払込期日 平成19年４月23日

６．償還期日 平成24年４月23日

７．利率  本社債には利息は付さない。

８．本新株予約権の目的となる株式
の種類及び数

（1）種類　当社　普通株式

（2）数　　本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を新たに発行し又は

これに代えて当社の保有する当社普通株式を移転（以下当社普通株

式の発行又は移転を「発行・移転」という。）する数は、行使請求

に係る本社債の発行価額の総額を転換価額（以下に定義する。）で

除した数とする。但し、行使により生じる１株未満の端数は切り捨

て、現金による調整は行わない。また、本新株予約権の行使により

単元未満株式（１単元の株式の数は100株）が発生する場合、会社法

に定める単元未満株式の買取請求権が行使されたものとして現金に

より精算する。

９．募集の方法 第三者割当の方法により全額をグリーン投資事業有限責任組合１号に割当てる。

10．新株予約権の行使時の払込金額 （1）各本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、本社債の発行価額と
同額とする。

（2）転換価額は、当初152円とする。

（3）転換価格の修正は行わない。

11．資金調達の目的 生産コストの低減を図るために、積極的に海外進出を行い海外の安い労働力

による工場の生産効力を高めることが重要と考え、以下の目的で資金調達を行

いました。

（1）財務体質の強化

（2）海外進出及び内外メーカーの買収

（3）老朽化した生産設備の廃棄及び最新設備への投資
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第１回新株予約権

１．発行価額の総額 金52,560,000円

２．発行価価格 １個につき金105,120円（１株につき1.6円）

３．申込期間 平成19年４月23日

４．割当日 平成19年４月23日

５．本新株予約権の目的となる株式
の種類及び数

（1）種類　当社　普通株式

（2）数　　32,850,000株（新株予約権１個当たり65,700株）　なお、「新株予

約権の行使時の払込金額」欄第４項によって行使価額が調整される

場合には本項の株式の数が調整されることがある。

６．募集の方法 第三者割当の方法によりグリーン投資事業有限責任組合１号に250個、アセッ
トバリュー投資事業有限責任組合に250個を割当てる。

７．本新株予約権の行使に際して払
い込むべき額

（1）各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額（以下
に定義する。ただし、本欄第４項によって調整された場合は調整後の行使
価額）に割当株式数を乗じた額とする。

（2）行使請求にかかる割当株式数は、9,986,400円に行使請求にかかる新株予約

権の数を乗じた額を行使価額で除した数とする。

（3）行使価額は、152円とする。

８．新株予約権の行使期間 平成19年４月24日から平成21年４月23日まで

９．新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする。

10．資金調達の目的 生産コストの低減を図るために、積極的に海外進出を行い海外の安い労働力

による工場の生産効力を高めることが重要と考え、以下の目的で資金調達を行

いました。

（1）財務体質の強化

（2）海外進出及び内外メーカーの買収

（3）老朽化した生産設備の廃棄及び最新設備への投資

なお、平成19年４月30日現在において以下のとおり第１回無担保転換社債型新株予約権付社債及び第１回新株予約権の

行使が行われ、発行済株式総数が変更しております。

１．第１回無担保転換社債型新株予約権付社債

①　交付株式数         1,315,788株（うち、新株発行分　1,315,788株）（うち、自己株式移転分　　―　株）

②　行使額面総額　 　200,000,000円（転換率10.00％）

 　③　未行使残存額 　1,800,000,000円

２．第１回新株予約権

①　交付株式数           657,000株（うち、新株発行分　  657,000株）（うち、自己株式移転分　　　―　株）

②　行使額面総額      99,864,000円（転換率2.00％）

③　未行使残存額   4,893,336,000円

３．現時点における発行済株式総数

 18,272,788株（普通株式）

平成19年４月25日開催の取締役会において子会社「ＭＳエイジア株式会社」を設立することを決議いたしました。

その目的および概要は、以下のとおりであります。

１．子会社設立の目的

当社のアジア地域の海外事業を積極的に展開、推進するための会社として当社の100％出資により2007年５月１日に

設立を予定しております。

ＭＳエイジア株式会社の名称は、信頼と実績の証しとして世界的に認知度の高い当社のブランドマークであるＭＳ

（エムエスマーク）を冠し、アジア全域をもカバーするグローバルな発展を目指すという意思を表わしています。
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また、ＭＳエイジア株式会社は、上述の当社の海外向け製品群を取り扱う商社的機能の他に、国内外のガスバルブ

関連企業のＭ＆Ａ事業を展開するとともに、当社の今後の海外生産拠点の確保および整備のための水先案内人として

機能し、さらには、今後予定している海外での生産による製造コストの低減等にも寄与することを期待するのと同時

にＭＳエイジア株式会社との連携により、海外での事業拡大を図っていく所存であります。

 ２．子会社の概要

（1）商号 ＭＳエイジア株式会社（英字名称：MS ASIA Co., Ltd.） 

(2）本店所在地 東京都港区におく 

 (3）代表者 小林達也（予定） 

(4）主な事業の内容 バルブの製造販売、輸出入 

(5）設立時資本金 300,000千円 

(6）資本準備金 300,000千円 

(7）営業開始日 平成19年5月中旬（予定） 

平成19年５月11日開催の取締役会において平成19年6月28日開催を予定している定時株主総会に、資本金の減少並

びに剰余金の処分について付議することを決議いたしました。その概要は、以下のとおりであります。

１．資本金の額の減少の目的

平成19年3月期決算において多額の損失を計上いたしましたが、会社法第447条第1項の規定に基づき資本金を減少し

資本剰余金に振り替え、増加した資本剰余金の一部を欠損填補に充当することにより、当社財務体質の健全化を図る

とともに、分配可能額の創出を目的とするものであります。

２．減少すべき資本金の額

平成19年3月31日現在の資本金の額2,315,000,000円のうち920,000,000円を減少いたします。なお、減少後の資本金

の額は、1,395,000,000円となります。

３．資本金の減少の方法

資本金は、発行済株式総数の変更を行わず、資本金の額のみを減少いたします。

４．剰余金処分の内容

資本金の額の減少に伴い、その他資本剰余金が増加いたしますが、846,973,324円を欠損填補に充てるとともに、

65,169,776円を期末配当の原資に充当します。

５．資本金の額の減少並びに剰余金処分の日程（予定）

（1）取締役会決議日 平成19年5月11日（金曜日）

(2）債権者異議申述開始期日 平成19年5月28日（月曜日）

 (3）株主総会決議日 平成19年6月28日（木曜日）

(4）債権者異議申述最終期日 平成19年6月28日（木曜日）

(5）資本金の額の減少の効力発生日 平成19年6月29日（金曜日）

(6）期末配当の効力発生日 平成19年7月 2日（月曜日）

（開示の省略）

リース取引、ストック・オプション等関係、関連当事者との関係に関する注記事項については、決算短信における

開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。

㈱宮入バルブ製作所（6495）平成 19 年 3 月期決算短信

－ 32 －



５．その他
(1）役員の異動

①　代表取締役の異動

 該当事項はありません。

 ②　その他の役員の異動

 ・退任予定取締役

取締役　　藤原　慶太　（平成19年５月31日退任予定）

 

取締役　　小林　健司　（平成19年６月28日退任予定）

取締役　　田宮　智子　（平成19年６月28日退任予定）
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(2）生産、受注及び販売の状況

①　生産実績

当事業年度の生産実績を製品分類別に示すと、次のとおりであります。

製品種類別
当事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

前年同期比（％）

 容器用弁（千円） 2,211,568 4.5

ＬＰＧ用弁類・機器（千円） 1,963,181 11.0

その他弁類・機器（千円） 243,685 △10.5

その他（千円） 93,518 37.3

 合計（千円） 4,511,953 6.7

（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

②　受注状況

当事業年度の受注実績を製品分類別に示すと、次のとおりであります。

製品種類別
当事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

前年同期比（％）

 容器用弁（千円） 2,217,077 △0.9

ＬＰＧ用弁類・機器（千円） 2,010,985 4.7

その他弁類・機器（千円） 362,586 15.1

その他（千円） 367,990 38.9

 合計（千円） 4,958,639 4.6

（うち輸出高）（千円） 239,971 90.8

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

③　販売実績

当事業年度の販売実績を製品分類別に示すと、次のとおりであります。

製品種類別
当事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

前年同期比（％）

 容器用弁（千円） 2,226,957 3.1

ＬＰＧ用弁類・機器（千円） 1,893,464 2.8

その他弁類・機器（千円） 319,133 4.9

その他（千円） 319,803 26.4

屑売上高（千円） 1,241,494 110.1

 合計（千円） 6,000,853 16.5

（うち輸出高）（千円） 165,276 41.3

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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